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第 1 章　調査の概要

1 － 1　調査の目的

（1）保健医療分野

シリア・アラブ共和国（以下、「シリア」と記す）は、公的サービスを無料としてプライマリー・

ヘルスケアに重点を置く政策をとり、医療支出を低く抑えることに成功している（国内総生産

（GDP）に占める医療支出の構成比は 0.4％で、中東諸国で最も低い）。しかし、各種保健指標を

所得水準の近い国との比較で見ると、乳幼児関連指標は比較的良好であるのに対して、リプロ

ダクティブ・ヘルス関連の指標は思わしくないというアンバランスな結果となっており、保健

分野における援助ニーズは高い。

同分野における我が国の支援は、無償機材供与のみであったため、JICA では 2001 年度に、在

外プロジェクト形成調査「医療・保健」を実施し、保健医療セクターの現状について情報収集・

分析を行った。その市場経済化の流れのなかで、保健医療サービスの切り捨てや、地方間格差

の存在などの弊害が生じており、技術協力分野での協力ニーズが高いことが確認された。

今回の本邦プロジェクト形成調査は、更に詳細な支援ニーズを把握することにより、地方の

保健医療サービスの向上・改善に結びつく具体的な技術協力案件の形成をめざして実施された

ものである。

（2）市場経済化支援分野

2000 年に就任したバシャール大統領は、積極的な経済活性化方針の下、民間銀行に対する部

分的営業の許可、為替相場の一本化、関税率の引き下げといった政策を矢継ぎ早に打ち出した

ほか、第 9 次 5 か年計画（2001 ～ 2005 年）では 6 つの重点分野の 1 つとして経済発展を目的と

した輸出振興が盛り込まれている。

一方で我が国は、シリアが中東和平プロセスの当事国として重要な位置を占めていることか

ら、和平推進の一環として、同国国民の生活向上に資する援助の実施を検討していくことを方

針としている。このため、1999 年には政策協議調査団を派遣し、電力、民生・環境、市場経済、

農業の 4 分野を重点分野とすることを確認しているが、これら 4 分野は現行の 5 か年計画にお

いても、依然として重点分野として位置づけられている。

しかしながら、市場経済化分野に関しては、詳細な協力案件の検討はこれからであり、国民

の生活向上という目的から、雇用促進のための中小企業振興と職業訓練の領域に焦点を絞りつ

つ、まずは関連基礎情報を収集するために 2002 年度末に在外プロジェクト形成調査を実施した。
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これを受けて、今般、プロジェクト形成調査を実施し、在外プロジェクト形成調査の結果を

参考にしつつ、同国における産業・中小企業を取り巻く成長阻害要因・課題を、外部環境と内

部環境の両面から把握し、今後の協力の可能性・方向性の詳細を検討することとした。

1 － 2　調査団構成

1 － 3　現地調査期間

森　団　長　　2003 年 4 月 15 日～ 4 月 22 日

石井団員　　2003 年 4 月 19 日～ 4 月 24 日

城戸団員　　2003 年 3 月 31 日～ 4 月 24 日

団長・総括�

石井明子�

森　裕之�

協 力 計 画 �

城戸千明�

JICAアフリカ・中近東・欧州部　中近東・欧州課　職員�

JICAアフリカ・中近東・欧州部　中近東・欧州課　課長代理�

担当分野� 氏　名� 所　　　属�

保 健 医 療 � システム科学コンサルタンツ㈱�
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1 － 5　主要面談者

〈シリア側〉

保健省

Healthy Village Program 課

Dr. Mohsen Kanaan Director of Healthy Villages

PHC 局ヘルスセンター課

Dr. Yasser Alsaleh　 Director of Department of Health Center

国際関係課

Dr. Hassan Alhaj Hussein

保健省プライマリー・ヘルスケア課

Dr. Reem Dahman

Dr. Lama Yafi

看護師・助産婦課

Dra. Riwa Dahman Director of Nursing and Midwifery Department

保健省計画・統計課

Dr. Mahmoud Dashash Director of Planning & Statistics

〈国際機関・ドナー〉

WHO 事務所

Dr. Mohamed Kamel Representative

Mr. Yassin Shukr

Dr. Omar Amash

UNDP シリア事務所

Ms. Fumiko Fukukoka Deputy Resident Representative

Ms. Wakako Hashimoto Junior Professional Officer

Ms. Rula Koudsi Program Assistant

UNFPA 事務所

Mr. Mostapha Benzine Representative

Dr. Mouna Ghanem Assistant Representative

UNICEF 事務所

Mr. Bashar Al-Masri Assistant Project Officer

EU

Mr. Alsessio Cappellani 二等書記官
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EU プロジェクト（Health Sector Reform）事務所

Dr. Paolo Operti Team Leader

Dr. Brigitte Beyer Primary Health Care

イタリア大使館

Mr. Andrea Cascone Counsellor for Economic Affairs

〈NGO〉

Aga Khan Development Network シリア事務所

Mr. Aleem Warji Program Coordinator

シリア家族計画協会（Syrian Family Planning Association）事務所

Dr. Lama Mouakea

FIRDOS（Fund for Integrated Rural Development of Syria）事務所

Ms.Nouar al-Shara External Relations Officer

Mr. Anwar Abbas Information Officer

SPC

Mr. Sibai 次　官

失業対策公団

Dr. Hussein Amach

Managing Director

The Syrian Consulting Bureau for Development & Investment

Dr. Sukkar

〈日本側〉

在シリア日本国大使館

奥田　　健　　 二等書記官

JICA シリア事務所

長澤　一秀　　 所　長

武市　直己　　 企画調査員
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第 2 章　シリアにおける保健医療の現況と課題

2 － 1　人口・経済

（1）概　況

シリアの人口は約1,660 万人（2001 年）で、年平均人口増加率（1980 ～ 2001 年平均）は3.1％

と高い伸び率を示している。

1 人当たり国民所得は970 米ドルで、中東・北部アフリカ地域の17 か国・地域中、人口100 万

人未満の 3 国1）、データのない 3 国2）を除くと、イエメン（1 人当たり 360 米ドル）に次いで低

く、所得レベルでは中・低所得のグループに属している。

GDP の増加率はここ数年低下傾向にあるが、1990 ～ 2001 年の年平均では4.8％と高く、増大

する人口を支える基盤となっている（表 2 － 1 参照）。

表 2 － 1　基礎的指標

（2）人口分布

シリアは 14 の県（govenorate）から構成されており、国内は地理的条件から南部、北部、内

陸部、海岸部、東部の 5 つの地域に区分される。南部に位置する首都ダマスカス及びその郊外

に位置するダマスカス農村部と、北部の主要都市であるアレッポを中心とするアレッポ県に総

人口の 40％が分布している。すべての県において人口は増加基調にあるが、全国平均と比較し

て、海岸部（ラタキア、タルトゥース）は伸び率が低く、内陸部（ホムス、ハマー）もわずかな

がら平均値を下回っている。また、既に人口密度が 1 万 4,000 人／ km2 を超え、開発余地の少な

いダマスカス都市部のベッドタウンとして、ダマスカス農村部における宅地開発が進んでおり、

近年の人口増加が著しい（表 2 － 2 参照）。

1）バーレーン、ジブチ、マルタ
2）イラク、リビア、オマーン
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　表 2 － 2　県別人口

2 － 2　保健医療の現況

（1）子どもの健康

子どもの健康に関する指標はおおむね良好である。1999 年の乳児死亡率、5 歳未満児死亡率

はそれぞれ 25、30 であり、ともに中東・北部アフリカ諸国のなかでは上位に位置する水準であ

る（表2 － 3 参照）。国連児童基金（United Nations Children’s Fund：UNICEF）調査（2000 年）

によれば、乳児死亡率は都市部の 23 に対して農村部で 28、5 歳未満児死亡率は同じく都市部の

28 に対して農村部で 34 であり、農村部において高いという傾向がある。国内 5 地域での大きな

較差は見られない（表 2 － 4 参照）。

5 歳未満児の死因は先天異常・未熟児・周産期障害が1 位で40％を超えている（表2 － 5 参照）。

予防接種拡大計画（Expanded Programme on Immunization：EPI）の普及率は高く、1 歳未

満児に対する予防接種率はおおむね 100％に近い。地域別データは入手できなかったが、保健省

（Ministry of Health：MOH）によれば、ハッサケ県の遠隔地など、保健施設へのアクセスが不

十分な地域においては、カバーされていない人口も存在するとのことである（表 2 － 6 参照）。

子どもの栄養状態を示す指標である低体重児の比率は、中東・北部アフリカ諸国の平均を下

回っている（表 2 － 7 参照）。年齢に対する身長比によって示される慢性栄養失調児の県別構成

比を見ると、最も少ないスウェイダ県の 8.6％に対して、北部のアレッポ、イドリブ県では 20％

を超えているほか、ハマー県で 29.9％、ハッサケ県では 30.6％と高く、大きな地域格差が見ら

れる（表 2 － 8 参照）。
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護婦・助産婦 73％、伝統的産婆 21.3％、医師 3.8％であり、出産介助者として、看護婦・助産

婦に次いで伝統的産婆の存在が大きいことが示されている。

地域別に見ると、北部及び東部において自宅出産の割合は特に高く、特に北部においては、伝

統的産婆が出産介助にあたるケースが多い（表 2 － 10、2 － 11、2 － 12 参照）。

また、出産前（新生児破傷風予防接種普及率）・出産後のケアについても、東部・北部での普

及率は特に低い。このほか、出産後のケアについては、内陸部における数値も非常に低い（表 2 －

13 参照）。

合計特殊出生率は 3.7 と高いが、避妊法の普及率は低い〔UNICEF 資料では 36％、国際家族計

画連盟（International Planned Parenthood Federation：IPPF）4）資料では 30％〕。UNICEF の

“Multiple Indicator Cluster Survey, 2000”によれば、伝統的な方法も含めた避妊法の普及率は

都市部で 52.9％、農村部で 38.1％であり、農村部においては特に低くなっている。地域別に見

ると、内陸部、東部、北部において普及率は低い（表 2 － 14 参照）。

国連人口基金（United Nations Population Fund：UNFPA）及びシリア家族計画協会によれ

ば、2000 年に新大統領が就任して以降、家族計画に対する政府の態度は軟化しており、より積

極的に推進するという方向に変わりつつあるという。ただし、シリアでは伝統的に多くの子ど

もをもつことを尊ぶ傾向があり、この考え方を変化させることは容易ではないと思われる。近

年シリア家族計画協会では「イスラム教の教えに基づき、一人ひとりの子どもに十分な福祉を

与えるために、子どもの人数は少なく抑えるべきだ」というアプローチをとり、家族計画への理

解を広める一助としている。宗教的に避妊をタブー視する人は少ないが、「避妊法は身体に悪い」

という考え方は一般的なイメージとして広まっており、家族計画の普及を図るうえではこうし

た偏見を取り除くことも必要である（表 2 － 15 参照）。

　　　表 2 － 9　女性及びリプロダクティブ・ヘルス関連指標

4）  家族計画及びリプロダクテイブ ・ヘルス／ライツ推進のための活動を行っているボランティア組織。本拠地はイギリス
にあり、シリアを含む 152 か国の家族計画協会が加盟。
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表 2 － 17　結核罹患率

2 － 3　保健サービス供給システム

全国レベルで見た病床数、医師数はおおむね中東・北部アフリカ地域の平均的レベルと考えら

れる（表 2 － 18 参照）。ただし、施設の整備水準や医療スタッフの配置水準は、県レベルで見ると

格差は大きい。

表 2 － 18　病床数、医師数（1990 ～ 1998）

（1）保健医療施設

シリアの保健医療施設は、大きく分けて、主に都市部をカバーする病院と、病院のない農村

部において、プライマリー・ヘルスケア（Primary Health Care：PHC）及び一次医療を提供す

るヘルスケアセンターから成っている。

病院には公立と民間があり、2001 年 12 月末日現在で計 406（公立 70、民間 336）の施設があ

る（Central Bureau of Statistics, “Statistical Abstract 2002”）。公立病院には保健省所管の病

院と教育省所管の大学病院がある。公立病院における治療費は基本的に無料であるが、混雑し

ている、備品・薬剤が不足している、衛生的でないなどの理由で好まない人も多く、多少でも

金銭的に余裕があれば民間の病院やクリニックを利用するという傾向がある。民間病院は小規

模なものが多く、施設数では全病院の 80％に相当するが、病床数では 30％を占めるに過ぎない

（Central Bureau of Statistics, “Statistical Abstract 2002”）。病床当たりの人口を見ると、イ

ドリブ、ハッサケ、ダラーの各県で他の県を大きく上回っており、整備水準が低いことが示さ

れている（表 2 － 19 参照）。

また、シリアでは医療費は無料であったが、2003 年度より医療費の徴収制度が導入されてい

る。しかし、制度は導入間もない段階であり、一部病院で試験的に開始されている模様で、明
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確な情報が得られなかった。

公立病院についての課題は数多く、築 20 年以上の建物が多く、施設が老朽化していること、

専門医の数が不足していること、消耗品・医薬品が不足していること、患者の数が多いことに

よりサービスの質が低下していること、また、非効率な予算配分によって財源が活用されてい

ないことなどがあげられる。

一方、ヘルスケアセンターは、その機能によってヘルスセンター（医師が常駐）、ヘルスポイ

ント（医師が巡回）、専門ヘルスセンター（専門医が常駐）、ポリクリニック（多部門の専門医が

常駐）の 4 つに分類されている。さらに、ヘルスセンターは県・地区・村レベルの 3 つのレベル

に分かれており、県レベルでは専門医、歯科医、技師などを配置する上位レファラル施設の機

能を有している。

専門ヘルスセンターについては、結核、母子保健、マラリア、トラコーマ・コレラ、ビルハル

ツ住血吸虫症・狂犬病といった区分が設けられている（JICA「国別医療協力ファイル　シリア」）。

政府は 2020 年を目標とする保健戦略において、ヘルスセンターの整備水準を「農村部におい

て人口 1 万人当たり 1 施設、都市部において人口 2 万人当たり 1 施設」と設定している。全国の

整備水準を見ると、各保健施設の合計（1,298 施設）は人口 1 万人当たり 0.78 施設で、目標値に

近づきつつあるが、地域別に見ると格差は大きく、既に人口 1 万人当たりの施設数が 2 を超え

ている県もあるなかで、アレッポ、ハッサケ、ラッカの各県では人口 1 万人当たりの施設数が

0.5 前後にとどまっている。なお、ダマスカス及びダマスカス農村部における人口当たり施設数

も少ないが、これら地域におけるヘルスケアは病院において補完されているため、問題とは

なっていない（表 2 － 20 参照）。また、特にハッサケ、ラッカの 2 県では、ヘルスセンターへの

アクセスも課題となっており、60％を超える世帯が保健医療施設から 6 km 以上の距離に位置し

ている（表 2 － 21 参照）。
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表 2 － 21　自宅が保健医療施設から 6 km 以上の

距離にある世帯の構成比（％）

（2）保健医療従事者

ダマスカス、アレッポ、ティシュリーンの 3 大学に医学部・薬学部・歯学部が設置されている

ほか、アルバースに歯学部があり、医師・薬剤師養成のための高等教育が行われている。また、

看護婦・助産婦は各県に設置された看護学校において教育が行われている。

医療スタッフの数は着実に増加しており、国全体で見れば人口増加の伸びを上回っているが、

一方で医療スタッフ数の地域格差は解消されていない。県別のヘルスケア施設における医療ス

タッフの数（表2 － 22 参照）を見ると、ハッサケ、アレッポ、ラッカ、イドリブにおいてスタッ

フ数は全国平均値を大きく下回っている。

保健医療従事者に関しては、低賃金のために公立部門に集まりにくいという課題がある。特

に、農村部の保健所に医師を配置することは難しい。政府は対策として、医学部卒業生のうち

専門医になることを希望しない者に対して、農村部の医療施設（通常は保健所）での最短 2 年間

の勤務を求めている。歯科医、薬剤師についても同様である。低賃金を補うため、勤務時間外

に治療を行って収入を得ることが認められている。
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表 2 － 22　ヘルスケア施設における医療スタッフの数（2001 年 12 月現在）

（3）医薬品

シリアでは 1992 年に国家医薬品政策を策定し、必須医薬品をはじめとする医薬品の品質管理

や安定供給に向けた取り組みを進めている。1990 年以前は主に輸入に頼っていたが、1998 年で

は国内市場の 88％を国産医薬品が占めている（The Syrian Consulting Bureau“Health and

Medical Sector in Syria” 2002）。

公立病院、ヘルスセンターへの薬品供給はMOH が行っているが、供給量は不十分である。こ

れらの施設では、医薬品の在庫があれば患者は無料で入手できるが、在庫がない場合は薬局に

処方箋を持参し、自費で購入する必要がある。保健所においては、必要な医薬品のうち 25％し

か配備されておらず、残りの 75％は患者が自ら購入していると見られている（The Syrian Con-

sulting Bureau“Health and Medical Sector in Syria” 2002）。

2 － 4　政府の取り組み

（1）衛生行政

保健行政は保健医療サービスを統括するMOH が担当している。医療機関に関しては、大学病

院については高等教育省（MOHE）が管轄しており、その他の一般病院・ヘルスケアセンターは

MOH が管轄している。
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第 5 章　経済活性化支援分野の調査概要

シリアの産業界は貿易の自由化と近代化の流れのなかで、大きな脅威にさらされている。しか

しながら 1970 年以来の社会主義的な国家主導の経済政策をとるバース党政権の下で、国営企業の

維持と保護政策を基調とする経済運営を行い、経済制度及び工業の近代化への歩みは世界の潮流

に比べ極めて遅々としたものと言わざるを得ない。

一方、欧州との貿易自由化の議論が進むなか、欧州連合（EU）を中心とするシリア産業の近代

化支援が進んでおり、シリア側の姿勢も前向きになりつつある。将来のシリア社会経済発展のた

めには産業、特に工業の近代化は欠かせない。

本プロジェクト形成調査に先立ち、2002 年度末に在外プロジェクト形成調査「失業対策／職業

訓練／中小企業振興」が行われ、シリアにおける失業の実態、各種職業訓練サービスの問題、中小

企業の抱える様々な問題、及びそれらに対する援助機関の取り組みが明らかにされた（詳細は、

JICA Syria office,  Study of Unemployment,  “Vocational Training,  and SME Promotion in

Syria, 2003”参照）。同報告書においては、今後、取り組むべき課題を見据え、11 の JICA 協力（案）

を以下のとおり提示された。

①　既存の Dual System Program (職業訓練校と省庁傘下の研修所のパートナーシップ事業)

の拡大により、製造業訓練、マーケティング、輸出振興を強化（スキーム：技術協力）

②　製造、マーケティング、輸出振興にかかる中小企業の管理者向け情報コミュニケーション

研修（スキーム：技術協力）

③　工業ユニット間の経験、情報を蓄積するための工業技術センター設立支援（スキーム：開発

調査、技術協力）

④　現在の中小企業の技術レベル（機械設備レベル）を調査し、工業技術革新プログラム策定の

準備（スキーム：開発調査）

⑤　現在の工業データを集め、新指標を開発し、新しい工業指標を集めるためのガイドライン

作成（スキーム：技術協力）

⑥　輸出の障害となる政策と企業の問題を整理し解決策を策定（スキーム：開発調査）

⑦　工業分野のシニアボランティア（Senior Volunteers：SV）を戦略的に派遣するための工業

近代化アドバイザーによる助言（スキーム：技術協力）

⑧　失業対策公団の実施する貸し付け業務のマネージメント支援（スキーム：技術協力）

⑨　El-Hoss の地域マイクロファイナンスプロジェクトの借り手に対する技術、マネージメン

ト支援（スキーム：技術協力）

⑩　学校教員に対するコンピュータートレーニングの実施（スキーム：技術協力）

⑪　農業分野のDual System の実現。農業生産者と農業研修所間の協力による研修（スキーム：
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技術協力）

本調査では、これら在外プロジェクト形成調査の提案を基に、日本の協力支援体制の可能性も

考慮して、協力につき検討したが実現可能性の点において難しいものがほとんどであった。

総論としては、日本との産業分野での関係の薄く基本的には欧州志向のシリアに対して、大規

模で組織的な協力は困難と考えられる。しかしながら、既に工業部門でも多数の経験豊富な SV が

派遣され、活動を始めており、今後これらの活動を様々な形で支援し、より戦略的な方向にもっ

ていくことで、影響力のある技術的な支援となる可能性があるとの結論に至った。

もう 1 つの協力の方向性は人材育成の分野であり、職業訓練校、大学だけでなく、基礎教育段

階での理数科教育など、様々な分野での改革・改善が求められている。今後この分野でも支援の

拡大を検討する必要があるが、当面の方針として、即効性があると考えられる大学の工学部への

協力がシリア工業近代化支援として妥当性が高いと考えられる。これら経緯から、出された今後

の実現可能な協力（案）は以下のとおりである。

（1）工業近代化支援専門家派遣

長期専門家（若しくはシャトル型短期専門家）による工業近代化アドバイザーの派遣を想定す

る。工業部門には既に9 名のSV 6）が派遣されており、経験と知識の豊富な彼らの協力活動によっ

て、シリア工業化近代化への大きな貢献が期待されている。しかしながら、国営企業を主体と

する繊維部門など、自由化や改革への抵抗が少なくない工業の分野においては、SV が自由にボ

ランティア精神に基づいて積極的に活動を行うことは容易ではない。

各工業部門の近代化への取り組みについて、表面的なものだけでなく、その実質的な活動を

慎重に分析し、SV の指導、提言が活用されうる組織、人を見極め、SV 要請書、タームズ・オ

ブ・レファレンス（Terms of Reference：TOR）の作成の段階で工業省に対し、適切な助言を行

うことが重要である。また既に活動中の SV についても、政策レベルでの対応が必要な提案につ

いては、工業省の中枢に対し説明・説得できる触媒となるような専門家が必要である。さらに、

工業省や工業会議所などシリア側政府及び企業団体の動向を常にフォローし、必要な情報を関

連する SV にタイムリーに提供することも重要な業務となる。

（2）将来の有望な工業分野の課題分析調査

工業省次官との協議の際に要請があったものであるが、皮革工業、部品工業、金型工業、食

品工業などの分野について、シリアの各産業の特徴、長所、短所を分析し、近い将来の欧州自

6）   工業省傘下の組織や職業訓練所等に対して、溶接、土木、繊維品質管理、通信データ処理、工業一般、機械工業、商業経
営分野の SV を派遣中。
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由貿易の枠組みに入るうえでの対策を検討する基礎資料の作成を求められている。

提案されている各分野は中小企業、零細企業が主体ということもあって工業会議所のなかで

も発言力が弱く、問題点や改善策、支援策の検討が進まない状況にある。しかしながら、生産

高に占める割合は小さくなく、金型など工業の基盤を支える産業や、農業国であるシリアにとっ

ては軽視できない食品工業など、今後のシリアの工業発展のためには重要な分野である。

現段階では本格的な調査を期待されているのではなく、ローカルコンサルタントを主体とし

た短期調査（2 ～ 3 か月）での対応が可能であるので、上記工業近代化支援専門家の指導の下、現

地業務費による委託調査（若しくは在外開発調査)が適当と思われる。将来の新規技術協力事業、

SV の派遣にもつながる調査として位置づける。

（3） 大学工学部支援

工業支援の 1 つの方法として、大学教育の改善があげられる。シリアでは技術系の高等教育

においても、実習が少なく座学が中心となっているために生産部門で役立つ技術教育が十分に

行われていない。工学系高等教育のカリキュラム、指導方法の改善はシリア工業の近代化の重

要な課題である。

2002 年度後半にティシュリーン大学工学部に短期専門家を派遣し、カリキュラム改善等の指

導にあたるとともに今後の協力の可能性について検討した結果、新しく設立予定のメカトロニ

クス学科など、産学共同での新しい工学教育を志向する改革を大学側が積極的に進めており、こ

れを支援する技術協力の要請を確認した。今回調査でも、大学工学教育の改革の必要性につい

ては各方面で求められており、また、できるだけ早期に協力を始めることが効果的であること

を確認した。

（4）工業開発センター設立支援

最新技術の交流を促進することを目的とした分野別の工業開発センター設立支援の要請が検

討されているが、日本側の組織的な対応が必要となるが、現段階では困難と考えられる。

（5）失業対策公団への技術協力

シリア政府は失業対策公団に対して 10 万米ドルを割り当てることを決定しているが現段階で

はそのごく一部しか公団に割り振られておらず、資金の運営面においても貸付時の審査能力、回

収能力が未熟であり、組織能力の改善の余地は大いにある。しかしながら、同公団に対しては

資金協力をしている国連開発計画（United Nations Development Programme：UNDP）による

枠組みづくりのための技術的な支援があることや同公団の存在が 2006 年までしかコミットされ

てないことから、公団の事業本体への日本の技術協力を実施することは効率的と思われない。失
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業公団職員を国別特設研修「金融セクター活性化（2000 ～ 2003 年）」に優先的に招へいすること

や短期専門家によるセミナー開催が現実的な協力方法である。
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